
別表 
（１） 利用者負担額 

対象収入による階層区分 利用者負担月額 
Ａ 1,200,000円以下          ０円 
Ｂ 1,200,001円以上   1,300,000円以下 ４，０００円 
Ｃ 1,300,001円以上   1,400,000円以下 ７，０００円 
Ｄ 1,400,001円以上   1,500,000円以下 １０，０００円 
Ｅ 1,500,001円以上   1,600,000円以下 １３，０００円 
Ｆ 1,600,001円以上   1,700,000円以下 １６，０００円 
Ｇ 1,700,001円以上   1,800,000円以下 １９，０００円 
Ｈ 1,800,001円以上   1,900,000円以下 ２２，０００円 
Ｉ 1,900,001円以上   2,000,000円以下 ２５，０００円 
Ｊ 2,000,001円以上   2,100,000円以下 ３０，０００円 
Ｋ 2,100,001円以上   2,200,000円以下 ３５，０００円 
Ｌ 2,200,001円以上   2,300,000円以下 ４０，０００円 
Ｍ 2,300,001円以上   2,400,000円以下 ４５，０００円 
Ｎ 2,400,001円以上  ５０，０００円 

 
（注１）この表における「対象収入」とは前年（１月から３月までは前々年）の収入（社会通念

上収入として認定することが適当でないものを除く）から、租税、社会保険料、医療費等の必

要経費を控除した後の収入をいう。 
（注２）夫婦で利用する場合については、夫婦の収入及び必要経費を合算し、合算額の２分の１

をそれぞれ個々の対象収入とし、その額が１５０万円以下に該当する場合の夫婦それぞれ

の利用者負担月額については、上記表の月額から３０％減額した額（この額に１００円未

満の端数がある場合はその端数を切り捨てた額とする。）とする。 
 
（２） 光熱水費 

生活支援ハウスの利用に伴う光熱水費の実費 



（３）生活支援ハウスの運営に要する経費の科目（第１５条第３項関係） 

科目 定義 
社会福祉法人会計基準 

における対応科目 

報酬 
非常勤職員が行う勤務に対する 

給付。ただし通勤手当を含まない 
非常勤職員給与 

給料 常勤職員に対する給与 職員俸給 

職員手当等 
常勤職員に対する諸手当及び 

退職金 
職員諸手当・退職金 

共済費 
職員共済等の掛け金及び 

社会保険料 
退職共済掛金・法定福利費 

賃金※ アルバイトに対する給与 非常勤職員給与 

報償費 
講師などの謝礼金、 

職員表彰にかかる表彰金 
  

旅費 
職員の出張旅費、 

非常勤職員の通勤手当 
旅費交通費 

需用費 

施設運営に要した物品の取得 

及び修理の経費で、その効用が 

比較的短期間に消費されるもの 

消耗品費・器具什器費・ 

印刷製本費・燃料費・会議費・ 

教養娯楽費（雑誌など）・ 

水道光熱費 

被服費 職員に貸与する制服の費用 福利厚生費 

修繕料 
建物及び設備、備品を維持管 

理するための修繕費用 
修繕費 

役務費 
通信・物品運搬の費用、広告 

経費、手数料、火災・損害保険料 

通信運搬費・広報費・手数料・ 

損害保険料 

委託料 
外部に業務委託を行ったもの 

にかかる経費 
業務委託費 

備品購入費 
施設運営に要する備品の取得 

に要する経費 
固定資産取得支出 

使用料及び賃借料 
土地、建物、備品などを賃借 

するために支払った費用 
賃借料 

 

（注１）表中の科目は、地方自治法施行規則（昭和２２年内務省令第２９号）第１５条別記に掲

げる節をいう。 

 


